
防災ボランティア活動を受け入れる知恵
ー「受援力」その３ー

●復興計画や新しいまちづくりに、行政や地元の住民だけでなく、ボランティアも一緒に参画
することにより、コミュニティが活性化し、よりよい計画づくりやまちづくりにつながります。
●暮らしの再建には、法律や都市計画、建築などの専門知識が必要になる場合があります。専
門家がボランティアとして被災地の再建を支援している例があります。まずは、身近なボラ
ンティアや行政の窓口に相談すれば、解決策やヒントが見つかるかもしれません。
●避難所での暮らしでお世話になったり、家屋の片付けなどを手伝ってもらったボランティア
に、手紙などでお礼のメッセージや近況をお伝えしましょう。関わったボランティアの人た
ちにとっても嬉しいものです。
●災害時に出会ったボランティアが、被災した地域のファンやリピーターになってもらえるよ
うに関係づくりをしておくことが大切です。

復興時のボランティアとのおつきあい

被災地で行われる「足湯」とは、被災された人たちにたらい
に張ったお湯に足を浸けてもらい、軽く手をもみほぐしなが
らコミュニケーションをとる活動です。会話を通じて、被災
地の歴史や伝統、文化、暮らしなどを知ることができるほか、
被災された人たちの悩みや不安をやわらげることにもつなが
ります。

こんな活動もあります（足湯）

週末ボランティアで仮設住宅へ伺った時に、地震の後のことを淡々と語ってくださった方と、時々お手紙を交わしています。一言

行政の人たちが、真っ先に、防災ボランティア活動の理解者になることが大事
です。地域住民の安全・安心を守るのは基本的に行政の役割ですが、災害時に
おいては行政の対応だけでは限界があると考えられます。ボランティアとも連
携を図りながら、復旧・復興活動を円滑に進めることが重要です。

特に行政の人たちへ

行政（災害対策本部等）と災害ボランティアセンターで情報共有をすることで、ボランティ
ア活動の現場などでの支援活動が円滑に進みます。
これまでに、行政が災害ボランティアセンターに職員を派遣して、運営の支援や必要な情報
の提供などを行ったことで、支援活動が円滑に進んだ例があります。

●災害ボランティアセンターの継続的な支援と情報収集（設置から運営まで）

地域外から多くのボランティアの人たちが来ると警戒心からボランティアを拒んでしまう場
合もあります。行政から「ボランティア活動」を紹介したことで、被災された人たちの警戒
心も解けて、受け入れやすくなった例があります。

●防災ボランティア活動に関する広報による支援（防災無線・広報車など）

ボランティア活動のためのスコップ、土嚢袋等の資機材の提供・斡旋について、行政が支援
することもできます。
災害ボランティアセンターから活動する地域へのボランティアの移動用にバスを提供する支
援もあります。
被災地外からボランティアバスが多く来る場合、バスを朝から夕方まで駐車しておくスペー
スの手配などの支援が重要です。

●資機材の提供、移動のためのバスの手配など

道路状況や地域の被害状況など、行政が把握している情報の中に、ボランティア活動を行う
にあたって必要な情報があります。
避難に関する情報などを的確に伝えることで、危険な環境下でのボランティア活動を回避す
ることができます。

●被災地の被害情報の発信

行政の関係部局の情報の共有や行政支援の判断を行う「災害対策本部」の会議に、災害ボラ
ンティアセンターの関係者が参加することで、双方の情報を共有することができます。

●災害対策本部等の会議への参加

ボランティアの受け入れ方法、災害ボランティアセンターとの関わり方などについて訓練等
をボランティア団体や住民と協力して行い、災害時に備えることが大事です。
また、要援護者の支援を行うために、防災関係部局、福祉関係部局、自治会役員などの関係
者が把握している情報を共有するなど、平時から連携しておくことが大事です。

●地域の防災の取組に対する平時からの支援
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